別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：医療整備対策費
	事業名: 医療施設耐震化施設整備事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　健康福祉部　医療整備課　医療整備担当　電話番号：058-272-1111（内2535）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11229@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：854,324千円（前年度予算額：848,472千円）
	事業内容


	１　事業の内容


耐震強度が不足している建物を有している災害拠点病院、二次救急医療機関等の新築建替、耐震補強工事等に対する補助を行うことで、医療機関の耐震化を促進し、大規模災害時の医療体制の確保を図る。
国から交付された医療施設耐震化臨時特例交付金を活用し、平成21年度に岐阜県医療施設耐震化臨時特例基金」を設置している。この事業は、その基金を原資として医療機関に対し補助金を交付するものである。

	２　所要経費


医療施設耐震化施設整備事業費補助金　　854,324
　医療機関への補助金として支出する経費。
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
２ 地域医療の体制と医師・看護職員を確保する
・救急・災害・へき地・周産期・小児などの医療連携体制を強化する
６ 社会資本の安全性を高く、災害への備えが整った地域
・住宅及び多数の人が利用する建築物の耐震化を重点的に促進する
	２　これまでの取組状況


平成21年第4回定例議会において「岐阜県医療施設耐震化臨時特例基金」を設置し、国から交付された交付金全額の、976,578千円の積み立てを開始した。
当該補助事業は、平成22年度中に着工可能であることが交付の条件の1つである。平成22年1～5月にかけて、交付の対象となり得る３医療機関を耐震化整備指定医療機関として指定した。３医療機関とも平成22年度中に着工し、平成23～24年度にかけて工事が完了する予定となっていたが、平成22年12月8日付けで朝日大学歯学部附属病院の補助事業廃止申請が提出されたため、補助対象機関は２機関となった。
	３　これまでの取組に対する評価


　１医療機関はすでに着工し、１医療機関も平成22年度中に着工する予定である。計画どおり医療機関の耐震化整備が進んでいる。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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